
令和６年度 座間市子育て世帯訪問支援事業業務委託（単価契約）仕様書 

 

１ 契約件名 

   座間市子育て世帯訪問支援事業業務委託（単価契約） 

 

２ 目 的 

家事・育児等に不安や負担を抱える子育て家庭及び妊産婦若しくはヤングケアラー等がい

る家庭に対し、家事支援員を派遣し、必要な支援を行うことにより、家庭及び養育環境を整え、

虐待リスク等の高まりを未然に防ぐことを目的とする。 

 

３ 履行場所 

   座間市内 

 

４ 履行期間 

   契約締結日から令和７年３月３１日まで 

  

５ 対象者 

   利用の対象となる者（以下「利用対象者」という。）は、利用日において座間市内に居住

する者で、かつ、次のいずれかに該当する者とする。 

⑴ 出生後１年以内の乳児と同居し、当該乳児を養育している者で、心身の不調等により家

事が困難又は家事を行う者が他にいない等の理由により支援が必要な者 

⑵ 保護者に監護させることが不適当であると認められる児童の保護者及びそれに該当す

るおそれのある保護者 

⑶ 食事、生活習慣等について不適切な養育状態にある児童等、保護者の養育を支援するこ

とが特に必要と認められる児童の保護者及びそれに該当するおそれのある保護者 

⑷ 若年妊婦等、出産後の養育について出産前において支援を行うことが特に必要と認めら

れる妊婦及びそれに該当するおそれのある妊婦 

⑸ その他、委託者が特に家事支援が必要と認める者 

 

６ 支援内容  

  家事支援員が行う支援（以下「サービス」という。）の内容は、次の通りとする。 

⑴ 食事の準備及び後片付け 

⑵ 衣類の洗濯及び補修 

⑶ 居室等の掃除及び整理整頓 

⑷ 生活必需品の買い物 

⑸ その他日常的に行う必要がある家事の支援 

   

 



７ サービスを行う日時及び場所 

⑴ サービスを行う日は、次に掲げる日を除く日を基本とする。 

ア 日曜日及び土曜日 

イ 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定されている休日 

ウ １２月２９日から翌年の１月３日まで（イに掲げる日を除く。） 

⑵ サービスを行う時間帯は、午前９時から午後５時までを基本とする。 

⑶ 上記⑴及び⑵以外の日及び時間帯については、受託者と利用対象者双方で合意した場

合には、サービスを行うことを可能とする。 

⑷ サービスを行う場所は、利用対象者の住所とする。 

    

８ サービスを行う時間数及び回数 

⑴ １回のサービスあたり２時間以内とし、１日２回を限度とする。 

⑵ 項番５⑴に該当する対象者は、出産後１年以内に２０回以内とする。ただし、多胎児が

いる家庭については、出産後１年以内に３０回以内とする。 

⑶ 項番５⑵から⑸に該当する対象者は、同一年度内に４８回以内とする。ただし、緊急か

つやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

 

９ 利用者負担額 

    利用者負担額は、以下のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０ 委託料 

    委託者は、受託者に対し以下の委託基準単価から、利用者負担額を控除して得た額を支払

う。 

世帯区分 

利用者負担額 

訪問支援費（１時間あた

り） 
交通費等（１回あたり） 

生活保護世帯 ０円 ０円 

市民税非課税世帯 ０円 ０円 

市民税所得割額が７

万７，１０１円未満

の世帯 

０円 ０円 

その他の世帯 １，５００円 ９３０円 

項目 委託基準単価 

訪問支援費 1 時間当たり ３，０００円 

交通費等 1 回当たり  １，８６０円 



 

 

 

 

 

 

※事務費・管理費については、当該月に１件以上の利用がある世帯のみ対象 

※キャンセル料については、支援実施予定日の前日午後５時を過ぎて連絡があった場合、利

用日当日に不在の場合が対象 

  

１１ その他の料金 

 受託者は、項番７に定める利用対象者の属する世帯区分に応じた自己負担額のほか、次の料金

については、利用対象者から徴収することができる。ただし、事前に十分説明の上、利用対象者

の了承を得ること。 

⑴ 委託業務の実施において、委託者が認めた受託者における１回あたりのサービス提供費

用と委託料との差額 

⑵ 家事支援員が生活必需品の買い物及びその他のサービスを行う際、移動のために必要と

なる交通費等の実費相当額 

 

１２ 委託内容 

⑴ 利用対象者からの予約受付及び決定 

受託者は、利用対象者から利用の希望の連絡を受けた場合、利用希望日時及びサービス

の内容等について確認を行い、速やかに利用の可否を利対象用者に連絡する。 

⑵ 利用対象者との調整 

サービスを実施することとなった受託者は、利用対象者に対して、事前にサービスの実

施内容、利用料金、キャンセル料その他の必要な説明及び予め確定した利用日の変更又は

中止についての調整を、利用対象者と直接行う。 

⑶ 利用対象者へのサービスの実施 

家事支援員は、利用対象者が提示する承認通知書により、氏名、住所、有効  期間及

び利用回数を確認後、利用対象者が希望するサービスを実施する。 

⑷ 利用管理表への記載及び利用料金の徴収 

家事支援員は、サービス実施後、利用対象者が提示する利用管理表に利用日及び利用時

間の記入並びに署名又は押印し、利用対象者から利用料金を徴収する。 

また、家事支援員は、利用確認書に利用対象者からサービス履行の確認を受ける。 

⑸ 実施報告、委託料請求 

受託者は、実施報告書を月ごとに取りまとめ、翌月１０日までに、委託者に報告する。

ただし、３月分に関しては、３月３１日までに行うこととする。 

また、利用確認書を添付の上、委託者に委託料を請求する。 

会議等参加費 1 回当たり  ２，０００円 

事務費・管理費 1 世帯当たり 月額 ３，０００円 

キャンセル料 1 回あたり １，８６０円 



⑹ 利用対象者からの問い合わせへの対応 

⑺ 委託者との連携 

受託者は、サービスの実施後、家庭内の生活環境等から利用対象者への継続支援の必要

性があると認めた場合のほか、その他必要に応じて遅滞なく委託者に利用対象者及び同

居する乳児又は子どもの状況を報告し、連携を図らなければならない。また、委託者が必

要と判断した場合、家事支援員等は、検討会議へ参加することとする。 

 

１３ 受託者の要件 

   受託者は、次に定める要件をすべて満たすこととし、要件を満たさなくなった場合には、委

託契約を解除する。 

⑴ 本事業の実施に対して意欲を有し、かつ児童福祉に理解を持つ事業者 

⑵ 業務内容に対応できる従業員を有するなど、本事業の安定した適切な運営が確保できる

こと。 

⑶ 本事業と同様又は類似する事業（子育て世帯訪問支援事業、養育支援訪問事業など、訪

問型の家事支援事業など）を実施した実績があること又は家事支援を実施した実績を有

し、支援を実施できる体制が整っている事業者 

⑷ 座間市暴力団排除条例（平成２３年座間市条例第２４号）に定める暴力団員等、暴力団

経営支配法人等、暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者でないこと。 

⑸ 神奈川県暴力団排除条例（平成２２年神奈川県条例第７５号）第２３条第１項又は第２

項の規定に違反しないこと。 

 

１４ 家事支援員の要件 

  家事支援を行う家事支援員は、次のいずれの要件も満たすものとする。 

⑴ 家事支援を適切に実行する能力を有する者 

⑵ 次に掲げる欠格事由のいずれにも該当しない者 

ア 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるま 

での者 

イ 児童福祉法（昭和２２年法律１６４号）、児童売春、児童ポルノに係る行為等の規  

制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律（平成１１年法律第５２号）その他国

民の福祉に関する法律（児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４号）第３５条の

５各号に掲げる法律に限る。）の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わ

り、又は執行を受けることがなくなるまでの者 

ウ 児童虐待の防止等に関する法律（平成１２年法律第８２号）第２条に規定する児童 

虐待又は児童福祉法第３３条の１０に規定する被措置児童等虐待を行った者 

エ その他児童の福祉に関し著しく不適当な行為をした者 

 

１５ 事故対応 

⑴ 受託者は、本事業に係る保険に加入し、利用対象者に対する支援の提供により賠償すべ



き事故が発生した場合は、速やかに損害賠償を行うこととする。 

⑵ 支援実施中に事故が発生した場合は、受託者は必要な措置を講じるとともに、遅滞なく

口頭及び書面により委託者に報告しなければならない。 

⑶ 委託者の故意・重過失である場合を除き、受託者がその責任において処理にあたること

とする。 

 

１６ 研修 

   受託者は、家事支援員に対し、委託者が適当と認めた資質向上のために必要な研修を年に１

回以上実施し、又は受講させ、その資質の維持及び向上に努めるものとする。また、受託者は、

家事支援員が研修を受講した後、報告書を作成し、委託者に報告すること。 

 

１７ 守秘義務等 

   本業務に関して知り得た個人情報を他に漏らし、又は本業務以外に使用してはならない。当

該契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

 

１８ その他 

   本事業の実施に当たり、本仕様書に定めのない事項及び疑義が生じた事項については、 

  両者協議のうえ円滑に解決を図るものとする。 

  

 

                                    以上 

 


